
 

 

 

 

平成24年度以降の行政評価局調査については、「震災対応」、「行政の無駄、非効率の

根絶」及び「国民の安全・安心」を柱に、以下に掲げるテーマを候補として検討中です。 

 

（注）表中、「【24年度】」は24年度に実施することを検討しているものを、「【25、

26年度】」は25年度又は26年度に実施することを検討するものを、それぞれ表しま

す。 

 

（震災対応） 

「申請手続に係る国民負担の軽減等の実態調査（東日本大震災に係るものを中心とし

て）」【24年度】 

東日本大震災の更なる復興支援及び今後の大規模災害発生に備えるため、震災時に

おける（申請手続の）規制緩和の状況、意見要望等を把握し、早急に対応が必要な課

題等を調査 

「震災対策（災害応急・復旧対策）」【24年度】 

東日本大震災における被災者支援、応急対策、ライフラインなどの復旧対策の実施

状況を調査（今後の復興対策、他地域における震災への対応に資するべく調査、検証

を実施） 

「原子力政策」【25、26年度】 

東京電力福島原第一発事故等を端緒として、既存の原子力施設の防災・安全対策の

見直し、改善状況等を調査 

（注）上記テーマのほか、震災からの復旧・復興、震災を端緒とした防災対策の見直し状

況、原発事故対応等の動向を「常時監視」し、必要に応じ調査等を実施 

 

（行政の無駄、非効率の根絶） 

「申請手続に係る国民負担の軽減等の実態調査（東日本大震災に係るものを中心とし

て）」【24年度】［再掲（「震災対応」欄参照）］ 

「契約における実質的な競争性の確保（役務契約）」【24年度】 

二者以上の応札のあった一般競争契約のうち役務契約に係る予定価格の設定、競争

参加資格の設定、契約に係る情報の公表など、契約の競争性の確保状況を調査 

「科学研究費補助金の不正使用等の防止」【24年度】 

科学研究費の不正使用の防止措置の実施状況、効果の把握状況、不正使用が発生し
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た研究機関における改善方策の状況等を調査 

「農地公共事業（農業水利施設）」【24年度】 

農業水利施設のストックマネジメントを活用した更新・管理の実施状況、事業効果

の発現・事業コスト削減の取組状況等を調査 

「特別民間法人等に対する指導監督」【24年度】 

各府省が所管する特別民間法人等に対する指導監督の状況、特別民間法人等の業

務・運営状況を調査 

 

（国民の安全・安心） 

「震災対策（災害応急・復旧対策）」【24年度】［再掲（「震災対応」欄参照）］ 

「消費者取引」（政策評価）【24年度】 

消費者取引に関する各種施策を総合的に評価 

「医療安全対策（医療事故、院内感染対策）」【24年度】 

医療事故報告等の履行状況、医療事故防止対策の実施状況、院内感染の予防対策の

実施状況等を調査 

「刑務所出所者等の社会復帰支援対策」【24年度】 

刑務所出所者等に対する就労支援等社会復帰支援対策を調査 

「がん対策の推進」【24年度】 

がん医療の実施状況、相談支援及び情報提供の実施状況、がん登録の実施状況、予

防と早期発見の取組状況等を調査 

「医師等の確保対策（看護師等を含む。）」【25、26年度】 

医師、看護師等の確保のための各般の施策の取組状況を調査 

「救急医療対策」【25、26年度】 

搬送時間短縮対策の取組状況、救急指定病院等の受入れ体制の整備状況等を調査 

「高齢者、障がい者等の移動の円滑化（バリアフリー）対策」（政策評価）【25、26年

度】 

国が推進している高齢者、障がい者等の移動等の円滑化に向けた各種施策を総合的

に評価 

「特別支援教育」【25、26年度】 

特別支援教育の実施体制の整備状況、同教育の実施状況等を調査（教室不足対策、

教員の専門性の確保・向上方策、支援員等の配置・活用状況等） 

「水資源の有効利用対策」（政策評価）【25、26年度】 

水資源の有効利用対策に関する各種施策を総合的に評価 

「農畜産物のトレーサビリティ対策」【25、26年度】 

牛及び米の各トレーサビリティ法に基づく事業の実施状況等を調査 



 

（その他） 

「政府開発援助（ＯＤＡ）」（政策評価）【25、26年度】 

政府開発援助（ＯＤＡ）に関する各種施策を総合的に評価 

「農業担い手対策（新規就農者）」【25、26年度】 

新規就農支援策の実施状況、効果の把握状況、情報の収集・提供状況等を調査 

「森林・林業の再生」【25、26年度】 

森林経営計画の策定状況、路網整備と利用間伐の推進状況、人材育成対策の状況等

を調査 

「廃棄物処理施設整備事業の適正化・効率化」【25、26年度】 

整備事業の実施状況、効果の把握状況等を調査（コスト削減、工期短縮等効率的な

整備が行われているかなど） 

 


